











熊 沢 由 美
1. 研究の目的
保育所待機児宣 (以下 「待機児童」) は, 対策が繰り返し取られてきたにもかかわらず, 解消
されないでいる問題である。 2018年4月l日時点での待機児童は4年ぶりに減少したものの. 約2万
人であった(厚生労1動省 2018,3)。児童福祉法の制定から数えても,保育所には約70年の歴史



















































されている。 ただし, 「戸別に調査したものではなぃので. 保護を要する程度の軽いものは計上
されておらず. また調査漏れもかなりあるものと思われる」 との注が付いている。
2) 例えば. 1944年度に2l84カ所あった保育所は. 1946年度には873カ所と半数以下になっていた (厚
生省児童局編1959. 78)。児童福祉法施行直前の1948年3月には1476カ所であったが. 1950年6月には
2971カ所と. 約2年でほぼ倍增した。 入所児も1948年3月には13万5503人であったものが, 1950年6月
には25万6690人と. こちらも倍增に近かった (厚生省児童局編 1959, 359)。
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l994年以前の保青需要ll査



















この調査は, 全国からl/10を抽出して調査し, その集計結果を, 記入不備のために除外した調






ある児童」 「6 親の病気等のために保育所に入所させる必要のある児童」 「7 通学のため他人の家
庭に同居している児童」「8雇われているために他人の家庭に同居している児童」「978以外の理
由のため他人の家庭に同居している児童」であった。これらの児童にっいて,まず総数が.次い











































l950年調査がおこなわれたl950年6月には, 保育所2971カ所. 入所児25万6690人であった。 そ
の後,保育所は增加し続けた。例えば,l952年l2月には,保育所5573カ所,入所児53万8274人,
l953年l2月には保育所6856カ所, 入所児64万3697人に增加した (厚生省児童局編 l959, 359)。
l950年6月̃l952年l2月では保育所2602カ所, 入 児28万1584人 l950年6月̃l953年l2月では
保育所3885カ所, 入所児38万7007人という大幅な增加であった。 l950年調査において, 親の労働












「身体の虚弱な児童」 「不良化している児童」 「親が労働又は病気のため保育に欠ける児童」 「適
切な用語を欠く児童」であった。1950年調査の「保育所に入所を必要とする」が「保育に欠ける」
に変わった。 これは,前述195l年の児童福祉法第五次改定の影響であると考えられる。 また, 「児






のある児童」 はl0万8098人の增加であった。 保育所が增え,入所児も增えたにもかかわらず, 「保








]lI. 「市町村別保育所整備計画蘭」 と 「保育所緊急整備五力年計画」
1. 1964年「市町村別保育所整備計画a」
厚生省はl964年6月1日現在で要保育児童の調査を行い. これに基づいた保育所整備計画を作成






































厚生統計協会(1972, 79) によると. 第一次計画の整備実績は, 計画を上回るものであった。
1970年度末には保育所定員は125万人となり, 目標の121万人を上回つた。 最終年度の1971年度に






















































































































めた」 と, l980年代に入る頃から保育所をめぐる状況は変化したとする。 すなわち, 「保育所は
既に量的にはほぼ十分な水準に達していたところへ, 保育所の入所児童数が減少したため, 人口












厚生省 (各年版b) によれば. l980年代には保育所の数にも変化が見られた。 l979年から保育










実際に, l980年代には, 保育入所を必要とする児童はみな, 保育所に入れるようになっていた
のであろうか。l976年調査の後, 厚生省による調査は見当たらなぃ。 このことは. 前述, 保育所
不足が解消してきているという厚生省の認識を表しているのであろう。
1980年代とその前後の状況を明らかにするため, 本積では自治省 「公共施設状況調」 を用いて
考えてみたい。図表3は, 1977年から1994年までの保育所の対象者数, 収容定数, および入所児
数をまとめたものである。「対象者数」とは,保育所の入所措置基準に基づく児童数である。こ
れは.日本子どもを守る会(1981,153)によれば,「『保育に欠ける児童」として入所申請を書




























































































最後に, 待機児童がいつから存在したのか. という間いにっいて考えてみよう。 待機児童と同
じ方法で調査がおこなわれていなかった時期には, 厳密には, 待機児童の存在は確認できない。




ただし, これにっいては2点指摘したい。 第一に, 児童福祉法の施行直後から, 保育所不足が解
消したとされた1980年代以降まで, 「保育所に入所させる必要のある児童」 「要充足定員」 が存在
し続けたことである。少なくとも, 保育所入所を必要とする児童がみな入所できるような状態
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